
知的財産管理技能検定２級知的財産管理技能検定２級知的財産管理技能検定２級知的財産管理技能検定２級完全マスター①完全マスター①完全マスター①完全マスター①（特許法・実用新案法）（特許法・実用新案法）（特許法・実用新案法）（特許法・実用新案法）【改訂【改訂【改訂【改訂５５５５版】をご購入いただいた皆様へ版】をご購入いただいた皆様へ版】をご購入いただいた皆様へ版】をご購入いただいた皆様へ    

 

第 33 回（2019 年 7 月 21 日実施）以降の検定試験を受検される場合は、平成 30 年度著作権法他の改正等

に基づき、弊社が発行する知的財産管理技能検定２級完全マスター①（特許法・実用新案法）【改訂５版】の内容

について、次の通り、変更・修正のうえ、ご利用いただきます様お願いいたします。 

 

実施回実施回実施回実施回    試験日試験日試験日試験日    法令基準日法令基準日法令基準日法令基準日    

第 33 回 2019 年 7 月 21 日（日） 2019 年 1 月 1 日 

第 34 回 2019 年 11 月 17 日（日） 2019 年 5 月 1 日 

第 35 回 2020 年 3 月 15 日（日） 2019 年 9 月 1 日 

※知的財産管理技能検定の解答にあたっては、問題文に特に断りがない場合、試験日の６カ月前の月の

１日現在で施行されている法令等に基づくものとされています。 

 

主な法改正主な法改正主な法改正主な法改正に関連する法律に関連する法律に関連する法律に関連する法律    

特許庁ホームページ特許庁ホームページ特許庁ホームページ特許庁ホームページ    

不正競争防止法等の一部を改正する法律 

URL ： http://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/kaisei_archive.html#h30 

     https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/hokaisei/sangyozaisan/fuseikyousou_h300530.html 

 

環太平洋パートナーシップ協定の締結に伴う関係法律の整備に関する法律（施行：平成 30 年（2018）年 12 月 30 日） 

ただし、商標法第 26 条第 3 項第 1 号の改正規定は平成 28（2016）年 12 月 26 日施行 

URL ： https://www.jpo.go.jp/system/laws/rule/hokaisei/sangyozaisan/tpp_houritu_seibi_h281228.html 

※2019 年 3 月 27 日現在（今後さらに変更する場合もあります） 
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■第■第■第■第 33333333 回（回（回（回（2019201920192019 年年年年 7777 月月月月 21212121 日）以降の検定試験より反映日）以降の検定試験より反映日）以降の検定試験より反映日）以降の検定試験より反映されますされますされますされます（※一部は第 32 回の検定試験より影響しています） 

該当箇所 変更前 変更後 

P18 03 特許要件［2］ 

 ２  新規性喪失の例外 

条文    

特許法 30 条 特許を受ける権利を有する者の意に反し

て第二十九条第一項各号のいずれかに該当するに至つた

発明は、その該当するに至つた日から六月六月六月六月以内にその者

がした特許出願に係る発明についての同条第一項及び第同条第一項及び第同条第一項及び第同条第一項及び第

二項二項二項二項の規定の適用については、同条第一項各号のいずれ

かに該当するに至らなかつたものとみなす。 

２項 特許を受ける権利を有する者の行為に起因して第

二十九条第一項各号のいずれかに該当するに至つた発明

（発明、実用新案、意匠又は商標に関する公報に掲載され

たことにより同項各号のいずれかに該当するに至つたも

のを除く。）も、その該当するに至つた日から六月六月六月六月以内に

その者がした特許出願に係る発明についての同条第一項同条第一項同条第一項同条第一項

及び第二項及び第二項及び第二項及び第二項の規定の適用については、前項と同様とする。 

特許法 30 条 特許を受ける権利を有する者の意に反し

て第二十九条第一項各号のいずれかに該当するに至つた

発明は、その該当するに至つた日から一年一年一年一年以内にその者

がした特許出願に係る発明についての同項及び同条第二同項及び同条第二同項及び同条第二同項及び同条第二

項項項項の規定の適用については、同条第一項各号のいずれか

に該当するに至らなかつたものとみなす。 

２項 特許を受ける権利を有する者の行為に起因して第

二十九条第一項各号のいずれかに該当するに至つた発明

（発明、実用新案、意匠又は商標に関する公報に掲載され

たことにより同項各号のいずれかに該当するに至つたも

のを除く。）も、その該当するに至つた日から一年一年一年一年以内に

その者がした特許出願に係る発明についての同項及び同同項及び同同項及び同同項及び同

条第二項条第二項条第二項条第二項の規定の適用については、前項と同様とする。    

P19 03 特許要件［2］ 

 ２  新規性喪失の例外 

(2)新規性喪失の例外規定

の適用を受けるための手

続き 

１行目 

新規性喪失の例外規定の適用を受けるためには、その

公知となった日から６カ月６カ月６カ月６カ月以内にその発明について特許

出願をし、さらに以下の手続きを行うことが必要です（特

30 条３項）。 

新規性喪失の例外規定の適用を受けるためには、その

公知となった日から１年１年１年１年以内にその発明について特許出

願をし、さらに以下の手続きを行うことが必要です（特

30 条３項）。 
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該当箇所 変更後 

P20 03 特許要件［2］ 

新規性喪失の例外規定の

適用と先願主義の関係図 

 

該当箇所 変更前 変更後 

P22 03 特許要件［2］ 

確認問題 03  

問題Ⅰ－５ 解答⑪ 

５．（②新規性新規性新規性新規性）喪失の例外規定の適用を受けるためには、

発明が公開された日から（⑪６カ月６カ月６カ月６カ月）以内に（⑫特許特許特許特許

出願出願出願出願）をし、さらに、例外規定の適用の要件を満たす

ことを（⑬証明証明証明証明）する書面を（⑭30303030 日日日日）以内に提出し

なければならない。 

 

５．（②新規性新規性新規性新規性）喪失の例外規定の適用を受けるためには、

発明が公開された日から（⑪１年１年１年１年）以内に（⑫特許出特許出特許出特許出

願願願願）をし、さらに、例外規定の適用の要件を満たすこ

とを（⑬証明証明証明証明）する書面を（⑭30303030 日日日日）以内に提出しな

ければならない。 

P134 16 特許査定と拒絶

査定 

 ３  拒絶査定不服審判 

条文 

※※※※2019201920192019 年年年年 3333 月月月月 27272727 日日日日追加追加追加追加    

特許法 159 条 3 項 第五十一条及び及び及び及び第六十七条の三第

二項の規定は、拒絶査定不服審判の請求を理由があるとす

る場合に準用する。 

特許法 159 条 3 項 第五十一条、、、、第六十七条の三第二

項から第四項まで及び第六十七条の七第二項から第四項から第四項まで及び第六十七条の七第二項から第四項から第四項まで及び第六十七条の七第二項から第四項から第四項まで及び第六十七条の七第二項から第四項

までまでまでまでの規定は、拒絶査定不服審判の請求を理由があると

する場合における当該審判についておける当該審判についておける当該審判についておける当該審判について準用する。 

  

１年以内１年以内１年以内１年以内    
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該当箇所 変更前 変更後 

P135 16 特許査定と拒絶

査定 

 ３  拒絶査定不服審判 

最終４行 

※※※※2019201920192019 年年年年 3333 月月月月 27272727 日日日日追加追加追加追加    

医薬品等の発明は医薬品等の発明は医薬品等の発明は医薬品等の発明は特許権の存続期間の延長登録出願が

できますが、この出願に対して出された拒絶査定（特特特特 67676767

条の３条の３条の３条の３）に対しても、拒絶査定不服審判を請求すること

ができます。なお、この場合は、明細書等の補正を行うこ

とができないので、前置審査に付されることはありませ

ん。 

一定の場合に一定の場合に一定の場合に一定の場合に特許権の存続期間の延長登録出願（特（特（特（特 68686868

条２項、４項）条２項、４項）条２項、４項）条２項、４項）ができますが、この出願に対して出され

た拒絶査定（特特特特 67676767 条の３条の３条の３条の３第１項、第１項、第１項、第１項、67676767 条の７第１項条の７第１項条の７第１項条の７第１項）に対

しても、拒絶査定不服審判を請求することができます。な

お、この場合は、明細書等の補正を行うことができないの

で、前置審査に付されることはありません。 

P135 17 特許権の管理と

活用［1］ 

 ２  特許権の存続期間 

条文 

※※※※2019201920192019 年年年年 3333 月月月月 27272727 日日日日追加追加追加追加    

特許法 67 条 特許権の存続期間は、特許出願の日から

二十年をもつて終了する。 

 

2 項 特許権の存続期間は、その特許発明の実施につ特許権の存続期間は、その特許発明の実施につ特許権の存続期間は、その特許発明の実施につ特許権の存続期間は、その特許発明の実施につ

いて安全性の確保等を目的とする法律の規定による許可いて安全性の確保等を目的とする法律の規定による許可いて安全性の確保等を目的とする法律の規定による許可いて安全性の確保等を目的とする法律の規定による許可

その他の処分であつて当該処分の目的、手続等からみてその他の処分であつて当該処分の目的、手続等からみてその他の処分であつて当該処分の目的、手続等からみてその他の処分であつて当該処分の目的、手続等からみて

当該処分を的確に行うには相当の期間を要するものとし当該処分を的確に行うには相当の期間を要するものとし当該処分を的確に行うには相当の期間を要するものとし当該処分を的確に行うには相当の期間を要するものとし

て政令で定めるものを受けることが必要であるために、て政令で定めるものを受けることが必要であるために、て政令で定めるものを受けることが必要であるために、て政令で定めるものを受けることが必要であるために、

その特許発明の実施をすることができない期間があつたその特許発明の実施をすることができない期間があつたその特許発明の実施をすることができない期間があつたその特許発明の実施をすることができない期間があつた

ときは、五年を限度として、ときは、五年を限度として、ときは、五年を限度として、ときは、五年を限度として、延長登録の出願により延長

することができる。 

特許法 67 条 特許権の存続期間は、特許出願の日から

二十年をもつて終了する。 

 

2 項 前項に規定する存続期間は、特許権の設定の登録前項に規定する存続期間は、特許権の設定の登録前項に規定する存続期間は、特許権の設定の登録前項に規定する存続期間は、特許権の設定の登録

が特許出願の日から起算して五年を経過した日又は出願が特許出願の日から起算して五年を経過した日又は出願が特許出願の日から起算して五年を経過した日又は出願が特許出願の日から起算して五年を経過した日又は出願

審査の請求があつた日から起算して三年を経過した日の審査の請求があつた日から起算して三年を経過した日の審査の請求があつた日から起算して三年を経過した日の審査の請求があつた日から起算して三年を経過した日の

いずれか遅い日（以下「基準日」という。）以後にされたいずれか遅い日（以下「基準日」という。）以後にされたいずれか遅い日（以下「基準日」という。）以後にされたいずれか遅い日（以下「基準日」という。）以後にされた

ときは、ときは、ときは、ときは、延長登録の出願により延長することができる。 

 

4444 項項項項    第一項に規定する存続期間（第二項の規定により第一項に規定する存続期間（第二項の規定により第一項に規定する存続期間（第二項の規定により第一項に規定する存続期間（第二項の規定により

延長されたときは、その延長の期間を加えたもの。第六延長されたときは、その延長の期間を加えたもの。第六延長されたときは、その延長の期間を加えたもの。第六延長されたときは、その延長の期間を加えたもの。第六

十七条の五第三項ただし書、第六十八条の二及び第百七十七条の五第三項ただし書、第六十八条の二及び第百七十七条の五第三項ただし書、第六十八条の二及び第百七十七条の五第三項ただし書、第六十八条の二及び第百七

条第一項において同じ。）は、その特許発明の実施につい条第一項において同じ。）は、その特許発明の実施につい条第一項において同じ。）は、その特許発明の実施につい条第一項において同じ。）は、その特許発明の実施につい

て安全性の確保等を目的とする法律の規定による許可そて安全性の確保等を目的とする法律の規定による許可そて安全性の確保等を目的とする法律の規定による許可そて安全性の確保等を目的とする法律の規定による許可そ

の他の処分の他の処分の他の処分の他の処分であつて当該処分の目的、手続等からみて当であつて当該処分の目的、手続等からみて当であつて当該処分の目的、手続等からみて当であつて当該処分の目的、手続等からみて当

該処分を的確に行うには相当の期間を要するものとして該処分を的確に行うには相当の期間を要するものとして該処分を的確に行うには相当の期間を要するものとして該処分を的確に行うには相当の期間を要するものとして

政令で定めるものを受けることが必要であるために、そ政令で定めるものを受けることが必要であるために、そ政令で定めるものを受けることが必要であるために、そ政令で定めるものを受けることが必要であるために、そ

の特許発明の実施をすることができない期間があつたとの特許発明の実施をすることができない期間があつたとの特許発明の実施をすることができない期間があつたとの特許発明の実施をすることができない期間があつたと

きは、五年を限度として、延長登録の出願により延長すきは、五年を限度として、延長登録の出願により延長すきは、五年を限度として、延長登録の出願により延長すきは、五年を限度として、延長登録の出願により延長す

ることができる。ることができる。ることができる。ることができる。    
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該当箇所 変更前 変更後 

P136 17 特許権の管理と

活用［1］ 

 ２  特許権の存続期間 

条文 

※※※※2019201920192019 年年年年 3333 月月月月 27272727 日日日日追加追加追加追加    

特許法 67 条の 2 特許権の存続期間特許権の存続期間特許権の存続期間特許権の存続期間の延長登録の出願

をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した願書を特

許庁長官に提出しなければならない。 

一 出願人の氏名又は名称及び住所又は居所 

二 特許番号 

三 延長を求める期間（五年以下の期間に限る。）（五年以下の期間に限る。）（五年以下の期間に限る。）（五年以下の期間に限る。） 

四四四四    前条第二項の政令で定める処分の内容前条第二項の政令で定める処分の内容前条第二項の政令で定める処分の内容前条第二項の政令で定める処分の内容    

 

 

2 項 前項の願書には、経済産業省令で定めるところに

より、延長の理由延長の理由延長の理由延長の理由を記載した資料資料資料資料を添付しなければなら

ない。 

 

 

特許法 67 条の 2 前条第二項前条第二項前条第二項前条第二項の延長登録の出願をしよ

うとする者は、次に掲げる事項を記載した願書を特許庁長

官に提出しなければならない。 

一 出願人の氏名又は名称及び住所又は居所 

二 特許番号 

三 延長を求める期間（五年以下の期間に限る。）（五年以下の期間に限る。）（五年以下の期間に限る。）（五年以下の期間に限る。） 

四四四四    特許出願の番号及び年月日特許出願の番号及び年月日特許出願の番号及び年月日特許出願の番号及び年月日    

五五五五    出願審査の請求があつた年月日出願審査の請求があつた年月日出願審査の請求があつた年月日出願審査の請求があつた年月日    

 

2 項 前項の願書には、経済産業省令で定めるところに

より、同項第三号に掲げる期間の算定の根拠同項第三号に掲げる期間の算定の根拠同項第三号に掲げる期間の算定の根拠同項第三号に掲げる期間の算定の根拠を記載した

書面書面書面書面を添付しなければならない。 

 

特許法特許法特許法特許法 67676767 条の条の条の条の 5555    第六十七条第四項の延長登録の出願第六十七条第四項の延長登録の出願第六十七条第四項の延長登録の出願第六十七条第四項の延長登録の出願

をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した願書ををしようとする者は、次に掲げる事項を記載した願書ををしようとする者は、次に掲げる事項を記載した願書ををしようとする者は、次に掲げる事項を記載した願書を

特許庁長官に提出しなければならない。特許庁長官に提出しなければならない。特許庁長官に提出しなければならない。特許庁長官に提出しなければならない。    

一一一一    出願人の氏名又は名称及び住所又は居所出願人の氏名又は名称及び住所又は居所出願人の氏名又は名称及び住所又は居所出願人の氏名又は名称及び住所又は居所    

二二二二    特許番号特許番号特許番号特許番号    

三三三三    延長を求める期間（五年以下の期間に限る。）延長を求める期間（五年以下の期間に限る。）延長を求める期間（五年以下の期間に限る。）延長を求める期間（五年以下の期間に限る。）    

四四四四    第六十七条第四項の政令で定める処分の内容第六十七条第四項の政令で定める処分の内容第六十七条第四項の政令で定める処分の内容第六十七条第四項の政令で定める処分の内容    

    

2222 項項項項    前項の願書には、経済産業省令で定めるところに前項の願書には、経済産業省令で定めるところに前項の願書には、経済産業省令で定めるところに前項の願書には、経済産業省令で定めるところに

より、延長の理由を記載した資料を添付しなければならより、延長の理由を記載した資料を添付しなければならより、延長の理由を記載した資料を添付しなければならより、延長の理由を記載した資料を添付しなければなら

ない。ない。ない。ない。 
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該当箇所 変更前 変更後 

P140 17 特許権の管理と

活用［1］ 

 ２  特許権の存続期間 

１～１１行目 

※※※※2019201920192019 年年年年 3333 月月月月 27272727 日日日日追加追加追加追加    

特許権は、特許出願日から 20 年の間存続します（特 67

条１項）。よって、特許出願から設定登録までに５年かか

ると、特許権の存続期間は 15 年になります。 

    

    

    

    

    

例外的に、例外的に、例外的に、例外的に、医薬品等の特許については、特許出願の日特許出願の日特許出願の日特許出願の日

から最大でから最大でから最大でから最大で 25252525 年年年年に延長できることがあります（特 67 条

２２２２項）。医薬品等は、安全性の確保等の観点から政府の法

規制に基づく許認可を得ることが必要ですが、その許認可

を取るための実験データの収集や審査に長期間を要する

ので、特許権の設定登録がされても実質的には特許発明を

実施することができず、特許権の存続期間が侵食されてい

る、と考えられるからです。 

なお、存続期間の延長を希望する場合は、特許権の存

続期間の延長登録出願をする必要があり、、、、所定の事項を

記載した願書に、延長の理由を記載した資料を添付して特

許庁長官に提出します（特 67 条の２第１項）。 

特許権は、特許出願日から 20 年の間存続します（特 67

条１項）。よって、特許出願から設定登録までに５年かか

ると、特許権の存続期間は 15 年になります。 

ここで、特許権の設定登録が、特許出願の日から起算ここで、特許権の設定登録が、特許出願の日から起算ここで、特許権の設定登録が、特許出願の日から起算ここで、特許権の設定登録が、特許出願の日から起算

して５年を経過した日又は出願審査の請求があった日かして５年を経過した日又は出願審査の請求があった日かして５年を経過した日又は出願審査の請求があった日かして５年を経過した日又は出願審査の請求があった日か

ら起算して３年を経過した日のいずれか遅い日以後にさら起算して３年を経過した日のいずれか遅い日以後にさら起算して３年を経過した日のいずれか遅い日以後にさら起算して３年を経過した日のいずれか遅い日以後にさ

れたときは、存続期間を延長できる場合があります（特れたときは、存続期間を延長できる場合があります（特れたときは、存続期間を延長できる場合があります（特れたときは、存続期間を延長できる場合があります（特

67676767 条２項）。条２項）。条２項）。条２項）。    

さらに、さらに、さらに、さらに、医薬品等の特許については、原則として５年原則として５年原則として５年原則として５年

を限度を限度を限度を限度に延長できることがあります（特 67 条４４４４項）。医

薬品等は、安全性の確保等の観点から政府の法規制に基づ

く許認可を得ることが必要ですが、その許認可を取るため

の実験データの収集や審査に長期間を要するので、特許権

の設定登録がされても実質的には特許発明を実施するこ

とができず、特許権の存続期間が侵食されている、と考え

られるからです。 

なお、存続期間の延長を希望する場合は、特許権の存

続期間の延長登録出願をする必要があります。ます。ます。ます。所定の事

項を記載した願書に、延長期間の算出根拠や延長期間の算出根拠や延長期間の算出根拠や延長期間の算出根拠や延長の理由

を記載した資料を添付して特許庁長官に提出します（特

67 条の２第１項、第２項、特第２項、特第２項、特第２項、特 66667777 条の５第１項、第２項条の５第１項、第２項条の５第１項、第２項条の５第１項、第２項）。    
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該当箇所 変更後 

P140 17 特許権の発生と

管理 

 ２  特許権の存続期間 

フロー図 

※※※※2019201920192019 年年年年 3333 月月月月 27272727 日日日日追加追加追加追加    

 

該当箇所 変更前 変更後 

P144 17 特許権の発生と

管理 

確認問題 17  

問題Ⅰ－２ 

問題および解答 

※※※※2019201920192019 年年年年 3333 月月月月 27272727 日日日日追加追加追加追加    

２．特許権は、（⑤）日から（⑥）間、存続する。一部の一部の一部の一部の

特許特許特許特許については、（⑦）を限度に存続期間を延長でき

る。 

 

２．特許権は、（⑤特許出願⑤特許出願⑤特許出願⑤特許出願）日から（⑥⑥⑥⑥20202020 年年年年）間、存続

する。一部の特許一部の特許一部の特許一部の特許については、（⑦５年⑦５年⑦５年⑦５年）を限度に存

続期間を延長できる。 

２．特許権は、（⑤）日から（⑥）間、存続する。医薬品医薬品医薬品医薬品

等の特許等の特許等の特許等の特許については、（⑦）を限度に存続期間を延長

できる。 

 

２．特許権は、（⑤特許出願⑤特許出願⑤特許出願⑤特許出願）日から（⑥⑥⑥⑥20202020 年年年年）間、存続

する。医薬品等の特許医薬品等の特許医薬品等の特許医薬品等の特許については、（⑦５年⑦５年⑦５年⑦５年）を限度

に存続期間を延長できる。 

P158  

19 特許権の管理と活用［3］ 

 ６  特許権の移転の特

例 

８行目 

このような状況下で冒認出願や共同出願違反が起こっ

た場合、真の権利者が新規性喪失の例外規定を適用して新

たな出願をしようとしても、冒認出願等で公知となった日

（出願公開など）から６カ月６カ月６カ月６カ月以内に出願しなくてはなら

ないため、勝手に出願されたことに気付いたときには、す

でに特許を受けられなくなっている、ということがありま

す。 

このような状況下で冒認出願や共同出願違反が起こっ

た場合、真の権利者が新規性喪失の例外規定を適用して新

たな出願をしようとしても、冒認出願等で公知となった日

（出願公開など）から１年１年１年１年以内に出願しなくてはならな

いため、勝手に出願されたことに気付いたときには、すで

に特許を受けられなくなっている、ということがありま

す。 
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該当箇所 変更後 

P200 23 実用新案権許 

 ４  実用新案権の侵害 

一覧表 

※※※※2019201920192019 年年年年 3333 月月月月 27272727 日日日日追加追加追加追加    

 

 

 

 

 


